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　国際監査・保証基準審議会（IAASB：
International Auditing and As-
surance Standards Board）の第
108回会議が、2019年 9 月16日から
20日まで、ニューヨークで開催された。
　日本からは、日本公認会計士協会より
甲斐幸子（ボードメンバー）、吉村航平（テ
クニカル・アドバイザー）、金融庁（企業
会計審議会）より由田周大氏（オブザー
バー）が参加した。以下、会議の概要を
報告する。

基準の最終化に向けた検討－
ISA3151

　IAASBは、クラリティ版ISA適用後モ
ニタリング・プロジェクト及びその他のアウ
トリーチ活動の結果を受け、ISA315「企
業及び企業環境の理解を通じた重要な
虚偽表示リスクの識別と評価」の改訂プ
ロジェクトを開始しており、2016年 9 月
会議で、プロジェクト・プロポーザルを承
認している。プロジェクトでは、例えば、以
下の重要な改訂が扱われている。
・ 　内部統制の理解の範囲の明瞭化
・ 　ITの利用から生じるリスクに関する

指針の強化
・ 　固有リスクと統制リスクの別箇の評

価 1

・ 　特別な検討を必要とするリスクの定
義の見直し

　IAASBは、2018年 7 月に公開草案
を公表し（コメント期限：2018年11月）、
全部で72通のコメントレターを受領して
いる。今回の会議では、最終承認審議
が実施された。今回の主な議論は以下
のとおりである。
⑴　個別論点
①　リスク評価手続の実施における職
業的懐疑心の発揮

　要求事項において、「監査人は、経営
者のアサーションを裏付ける監査証拠を
入手する方向、又は、経営者のアサーショ
ンと矛盾する監査証拠を除外する方向に
偏らないように、リスク評価手続を立案し
実施しなければならない。」と記載されて
いることに対し、一部のメンバーから、ア
サーションに対する監査証拠の入手に偏
りがないかどうかは、リスク評価手続の段
階で示せるものではない等の懸念のコメ
ントがあった。一方で、その他のメンバー
からは、職業的懐疑心の発揮は重要であ
り、このような心構え（mindset）につい
て、ISA315の最初の要求事項で示すこ
とが重要との意見があった。議論の結果、
「監査人は、裏付けとなる監査証拠を入
手する方向、又は、矛盾する監査証拠を
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除外する方向に偏らないように、リスク評
価手続を立案し実施しなければならな
い。」と記載することになった。
②　特別な検討を必要とするリスクの
可能性が合理的にあり得る（rea-
sonable possibility）が、特別な
検討を必要とするリスクではないと
判断したリスクに対応するコントロー
ル

　プロジェクトでは、内部統制の理解の
範囲の明瞭化のため、全ての監査におい
てデザインと業務への適用の評価が求め
られるコントロールの内容を列挙すること
が検討されている。タスクフォースから、
その 1 つとして、「特別な検討を必要とす
るリスクの可能性が合理的にあり得るが、
特別な検討を必要とするリスクではない
と判断したリスクに対応するコントロール」
を含めることが提案された。しかしながら、
メンバーからは、特別な検討を必要とする
リスクとは別の新たなカテゴリーを設ける
ことは適切でない、整合的な運用が困難
と懸念する等の多くの指摘があり、提案
は取り下げられた。代わりに、「重要な虚
偽表示リスクの識別と評価及びリスク対
応手続の立案のために監査人が必要と
認めたその他のコントロール」とすること
が提案され、メンバーからの賛同を得た。
③　重要な虚偽表示リスクの識別のた
めの閾値（ISA200の適合修正）

　公開草案に対するコメントを受け、タス
クフォースは、「合理的にあり得る（rea-
sonably possible）」という表現を用い
て、識別が求められるアサーション・レベ
ルの重要な虚偽表示リスクの閾値を説
明することを検討している。また、当該説
明は、ISA200「財務諸表監査における
総括的な目的」の「重要な虚偽表示リス
ク」の定義における、「可能性（could）」
の意味を明瞭化するものであることから、
ISA200の「重要な虚偽表示リスク」の

定義の適用指針に追加することが検討
されている。今回の会議では、ISA200
の適合修正のドラフトが示され議論が行
われた。
　タスクフォースが提示したドラフトに対
し、一部のメンバーからは、「合理的にあ
り得る」の閾値は、「虚偽表示の発生の
可能性（⒜）」のみに関連し、「発生した
場合の影響の度合い（⒝）」に関連付け
られるべきではないとの意見があった。し
かしながら、他の多くのメンバーからは、
⒜のみに関連付けられると、重要と確定
しているものしか識別しないでよいという
誤解を生じさせる可能性がある、実務的
には⒜と⒝が同時に検討されることもあ
る等の理由から、⒜と⒝の双方に関連付
けられるべきとの意見があった。議論の
結果、「重要な虚偽表示リスクは、虚偽
表示の発生可能性及び発生した場合に
重要となる可能性の双方が合理的にあ
り得る場合に存在する。」と説明すること
になった。

⑵　最終承認審議及び再公開草
案化の要否

　最終承認審議の結果、メンバー18名
中、賛成15名、反対 2 名（筆者含む。）、
棄権 1 名となり、基準は最終化された。
反対及び棄権したメンバーのそれぞれの
理由は、以下のとおりである。
・ 　要求事項は、それ自体を読むだけで

何が要求されているか監査人にとって
理解可能であるべきである。しかしな
がら、要求事項が複雑である結果、理
解が難しく、誤った解釈がされる可能
性がある。また、一部の要求事項につ
いて、その目的が理解できない （PwC
代表）。

・ 　適用の柔軟性（scalabil i ty）への
対処として、新しい起草のアプローチ
が採用され、要求事項をシンプルに見
せるため、一部の要求事項が表形式

で記載され、適用指針に例示や要求
事項の理由付けの追加等が行われて
いる。しかしながら、この結果、かえって
要求事項が複雑化し、適用指針も長く
なっており、基準全体の理解が困難で
ある。国際基準であるにもかかわらず、
plain Englishでの記載になっていな
い（筆者）。

・ 　基準の理解可能性、適用可能性、
検査可能性（inspectabi l i ty）の観
点からの懸念についてコメントを行って
きたが、今週の会期中の議論におい
て、それらが満足のいく形で解消され
ているのか、十分な時間もなく、判断が
つかない（南アフリカ規制当局代表）。

　また、再公開草案化の要否について
は、メンバー18名中、再公開草案化に賛
成のメンバーが 5 名、反対のメンバーが
13名となり、再公開草案化は行わずに基
準を最終化することとなった。再公開草
案化すべきと述べたメンバーは、新しい
起草方針を含め、公開草案から実質的
かつ重要な変更が複数行われていること
を理由に挙げた。
　改訂基準は、今後、2019年11月に行
われる公益監視委員会（PIOB）の審議
を経て、正式に公表される予定である。
適用日は、2021年12月15日以降開始
事業年度の監査からの予定である。

基準の最終化に向けた検討
－品質マネジメント2

　IAASBは、2016年12月にプロジェク
ト・プロポーザルを承認し、品質マネジメン
トに関するプロジェクトを開始している。プ
ロジェクトでは、ISQC 1「監査事務所に
おける品質管理」の厳格性と柔軟性の
確保のため、クオリティ・マネジメント・ア
プローチ（QMA）を組み込むことが検討
されている。今回の会議では、2019年
2 月 に 公 表 さ れ た 公 開 草 案 3 本
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（ISQM 1「監査事務所における品質マ
ネジメント」（ 現 行 のISQC 1 ）2 及び
ISQM 2「審査」（審査について扱う新
規の品質管理基準）、並びにISA220

「監査業務における品質管理」の改訂）
について、受領したコメントの概要が紹介
され、一部の論点について、コメントに対
応するための方向性について審議され
た。今回の主な議論は以下のとおりであ
る。
⑴　ISQM 1
①　基準の構成
　ISQM 1 では、品質マネジメントシステ
ムの構成要素として下の表 1 の 8 項目
が位置付けられ、表 1 の順番に沿って、
当該 8 項目について要求事項が設定さ
れていた。また、「監査事務所の品質リス
ク評価プロセス」は、他の 7 項目全てに
適用されるものとして位置付けられてい
た。
（表 1 ）品質マネジメントシステムの構
成要素

ⅰ ガバナンスとリーダーシップ（従来の

「品質管理に関する責任」）

ⅱ 監査事務所の品質リスク評価プロセス

（新規）

ⅲ 職業倫理規程

ⅳ 契約の新規の締結及び更新

ⅴ 業務の実施

ⅵ リソース（従来の「専門要員の採用、

教育・訓練、評価及び選任」にテクノロ

ジー資源及び知的資源を追加）

vii 情報とコミュニケーション（新規）

viii 監視及び改善（従来の「品質管理の

システムの監視」）

　タスクフォースから、基準の構成につい
て受領したコメントを踏まえ、基準の理解
可能性を高めるため、①順番を変更し、

「監査事務所の品質リスク評価プロセス」
を最初に記載すること、②監査事務所の

品質リスク評価プロセスは、監視及び改
善には適用されないことに変更すること
が提案された。メンバーから、①について
は概ね賛同があった。一方、②に関して
は、複数のメンバーから反対するコメント
があった。反対の理由として、品質リスク
の評価は、監視及び改善に含まれる根本
原因分析に関連すること、監査事務所の
状況は様々であるため、監視及び改善に
ついても、監査事務所の品質リスク評価
プロセスが適用されるべきこと等が示さ
れた。
②　品質目標、品質リスク及び対応
　公開草案では、他の 7 項目の構成要
素に関して、品質リスク評価プロセスを通
じて、品質目標を設定し、品質リスクを識
別、評価し、対応をデザインし適用するこ
とが求められていた。加えて、全ての監
査事務所に設定が求められる品質目標
と、識別し評価した品質リスクに対処する
ため、全ての監査事務所にデザイン及び
適用することが求められる対応が記載さ
れていた。一方、品質リスクに関しては、
全ての事務所に識別・評価が求められる
品質リスクは特定されていなかった。
　公開草案に対して、品質目標及び対
応の記載が詳細すぎ、適用の柔軟性が
確保されていない、また、全ての事務所
に求められる対応が記載されている一方
で、品質リスクが記載されていないのは、
品質マネジメント・アプローチは品質リス
クにフォーカスしたアプローチであることと
矛盾している等のコメントがあった。そこ
で、タスクフォースから、以下が提案され
た。
・ 　品質目標をよりハイレベルな記述に

する。
・ 　品質リスクの識別及び評価の際の

考慮事項を要求事項に記載する。
・ 　品質目標の記述と重複している部

分を削除する、品質リスクの識別及び

評価の際の考慮事項に記載された部
分を削除する等により、要求される対
応の内容を削減する。

　メンバーからは、上記のうち、品質目標
の変更及び品質リスクの考慮事項の設
定には概ね賛同があった。ただし、一部
のメンバーから、要求される対応の内容
を削減することには懸念が示された。懸
念 の 理 由として、少 なくとも現 行 の
ISQC 1 よりも要求事項が減少すること
は公共の利益の観点から望ましくないこ
と、単に対応の内容を削減することが適
用の柔軟性に対して有益であるとは考え
づらいこと等が示された。

⑵　ISQM 2
①　審査が要求される業務の範囲
　公開草案では、ISQM 1 において、監
査事務所に対し、審査に関する方針又は
手続において、上場企業の監査に加え、
監査事務所が広範な利用者が存在する
企業（significant public interest）と
判断した上場企業以外の企業の監査に
関しても、審査を要求することが求められ
ていた。公開草案に対して、広範な利用
者が存在する企業の概念は、国際会計
士倫理基準審議会（IESBA）が設定す
る倫理規程（IESBA Code）における

「社会的影響度の高い事業体（PIE）」と
の関係を含め混乱するとのコメントが多
かったことから削除し、代わりに、企業の
性質により、審査が適切と事務所が判断
した監査又はその他の業務に対して審査
を要求することが提案された。
　メンバーからは、「広範な利用者が存
在する企業」の概念の削除については概
ね賛同があった。ただし、企業の性質で
はなく、業務の性質によって審査の要否
の判断を求めるべきとの意見があった。
②　業務執行責任者と審査担当者の
クーリングオフ期間

　業務執行責任者であった者が、関与し
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おいてクーリングオフ期間の設定につい
てのプロジェクトが開始される可能性があ
ることから、IESBA Codeにおいて、クー
リングオフ期間の規定が設けられない場
合には、ISQM 2 においてクーリングオフ
期間の規定を設けることが提案された。
　当該提案に対しては、複数のメンバー
から、IESBAがプロジェクトを開始するか
どうかにかかわらず、ISQM 2 にクーリン
グオフ期間の要求事項を設けるべきとい
う意見があった。理由として、IESBAが、
今後、議論を開始した場合でも、due 
processに従う必要があり、最終化には
時間を要することから、ISQM 2 の最終
化には間に合わないと想定されること、
IESBA Codeを適用していない国も存
在することが指摘された。また、ISQM 2
において特定のクーリングオフ期間を設
定すべきか及びクーリングオフ期間の設
定を要求する範囲に関しては、クーリング
オフ期間を設定すること自体には賛同が
多かったものの、審査対象の全ての業務
に一律の期間を設けるべきか、業務の性
質に応じて柔軟性を設けるべきかに関し
ては、メンバーの中で意見が分かれてい
た。

⑶　ISA220（改訂）
①　監査チームの定義
　公開草案では、監査チーム（Engage-
ment team）の定義が変更され、監査
事務所又はネットワーク・ファームに所属
する者以外でも、当該監査業務において
監査手続を実施する者（例えば、ネット
ワーク・ファーム外の構成単位の監査人）
は監査チームに含めることが提案されて
いる。公開草案に対して、監査チームメ
ンバーの範囲が広がったことに伴う実務
的な困難性を指摘するコメントが寄せら
れたことから、改めてタスクフォースから、
今後の方向性についてメンバーの意見
が問われた。

ていた業務の審査担当者になる場合、自
己レビューや自己利益等の阻害要因が生
じ業務チームが行った重要な判断に対す
る客観的な判断が阻害される可能性が
ある。そこで、品質管理プロジェクトでは、
特定の期間（クーリングオフ期間）が経過
するまで、業務執行責任者が関与してい
た業務の審査担当者になることを制限す
ることを要求するかどうかが検討されて
いる。公開草案では、ISQM 2 の要求
事項において、監査事務所に対し、審査
担当者の適格性に関する方針又は手続
に、業務執行責任者が、関与していた業
務の審査担当者になる場合の制限を含
めることが要求されていた。加えて、関連
する適用指針において、業務執行責任
者が関与していた業務の審査担当者に
なる場合の制限に関する方針又は手続
の例示として、クーリングオフ期間の設定
が挙げられることを記載し、以下が説明
されていた。
・ 　クーリングオフ期間として適切な期

間は、業務の状況や関連する法令又
は職業倫理規程に基づき決定されるこ
と。

・ 　上場企業の財務諸表監査の場合、
業務執行責任者であった者は、その後
2 期間が経過するまで、関与していた
業務の審査担当者になることができる
場合は少ない（unlikely）こと。

　加えて、これらのガイダンスはISQM 2
ではなくIESBA Codeで扱うべきかどう
か、意見が求められていた。
　公開草案に対し、要求事項において、
クーリングオフ期間の設定が求められる
ことを明示すべき、また、クーリングオフ期
間は、ISQM 2 ではなくIESBA Code
で扱うべきとコメントが寄せられた。そこ
で、タスクフォースからは、クーリングオフ
期間の設定が求められることを要求事項
に記載すること、ただし、今後、IESBAに

　これについて、多くのメンバーからは、
ネットワーク・ファーム外の構成単位の監
査人を監査チームの定義から除外するの
は、公共の利益の観点から説明できない
として、公開草案どおりの定義とすること
に賛同があった。ただし、少数のメンバー
からは、理論的には理解できるものの、実
務的には、基準上、同様に扱うことは困
難との 指 摘 があった。また、IESBA 
Codeの定義上、業務チームの定義には
ネットワーク・ファーム外の者は含まれてお
らず、ネットワーク・ファーム外の者の独立
性を扱っていないため、IESBA Codeと
の調整が必要との指摘もあった。

公開草案に向けた検討－
ISA6003

　IAASBは、2016年12月にプロジェク
ト・プロポーザルを承認し、ISA600「グ
ループ監査」の改訂プロジェクトを開始し
ている。ただし、他の基準改訂プロジェク
トの進行（ISQC 1 、ISA220、ISA315）
を優先させていた影響でいったん棚上げ
となり、2019年にISA600の改訂プロ
ジェクトを再開した。今回の会議では、プ
ロジェクトで扱う予定としている論点の一
部について、論点の内容と検討の方向性
が提示されるとともに、基準の一部につ
いて、暫定的なドラフトが提示され、議論
が行われた。
⑴　基準の対象
　現行のISA600は、複数の構成単位
からなるグループが作成する財務諸表に
対する監査に対して適用される。タスク
フォースから、現行のISA600の適用対
象は適切であると考えていること、企業
の組織構造は常に進化することを考慮
し、基準の適用対象については、グルー
プ、構成単位等の定義を利用する形でプ
リンシプル・ベースの記載を基準に設け
ることを検討していることが説明された。
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の監査人の監査調書にアクセスできな
い場合

　上記に対して、例えば、紙媒体ではア
クセスできるが電子媒体ではアクセスで
きないケースもあるのではないか、アクセ
ス制限がある状況において監査人が到
達した結論については、その理由等につ
いての調書化が重要になる等の意見が
あった。
⑶　グループ監査における重要
性の概念

　現行のISA600では、グループ監査に
おける重要性の概念（構成単位の重要
性の基準値の設定、合算リスク（aggre-
gation r isk）の説明を含む。）について
十分に扱われていないという批判がある。
そこで、タスクフォースから、構成単位の
重要性の基準値の設定や合算リスクに
ついて、ISA600の強化・明瞭化を行うと
ともに、FAQ等の適用支援ツールの開
発を検討していることが説明された。当
該方向性に対して、メンバーからは賛同
の意見があったが、画一的な指針を示す
のは難しいのではないか等の意見もあっ
た。

その他4
　今回の会議では、上記のほか、主に以
下に関する議論が行われた。
・ 　拡張された外部報告（Extended 

External Reporting （EER））：プロ
ジェクトの第 1 段階の成果物として
2019年 2 月に公表したコンサルテー

ション・ペーパーに対して受領したコメン
トの概要とコメントへの対応の方向性
が示されるとともに、プロジェクトの第
2 段階においてタスクフォースが策定
中のドラフトが示され、議論が行われ
た。

・ 　IAASBの2020年～2023年の戦
略及び2020年～2021年の作業計
画：2019年 2 月に公表されたコンサ
ルテーション・ペーパーに対して受領し
たコメントの概要が照会され、最終化
に向けた議論が行われた。

・ 　IESBAとの連携：IESBAで実施し
ている非保証業務プロジェクト及び報
酬プロジェクトでISAにも関連する論点
について、メンバーの意見が求められ
た。

＜注＞
1  　2018年 6月に最終承認されたISA540

（改訂）「会計上の見積り及び関連する

注記事項の監査」において、会計上の見

積りに関しては既に別箇の評価が要求さ

れているが、ISA315の改訂により、全て

の重要な虚偽表示リスクに対して要求さ

れる。

2  　公開草案において、品質管理基準の

名称を、現在の“International Stan-

dard on Quality Control(ISQC)”か

ら、“ In ternat ional S tandard on 

Quality Management (ISQM)”に変

更することが提案されている。

また、適用の具体例については、基準外
のFAQの形で公表することも検討可能
であることが説明された。
　これに対して、メンバーからは、FAQに
よる説明は有益との意見があった一方
で、一部の具体的な例（例えば、シェアー
ドサービスセンター）について、基準の適
用対象となるのか検討が必要との意見
があった。
⑵　グループ監査チームによる
人・情報へのアクセス制限

　プロジェクトでは、グループ監査チーム
が人・情報へのアクセス制限を受けた場
合どのように対処するべきかについて扱
うことを検討している。タスクフォースから
は、制限を受ける状況を以下に整理した
上で、適用指針において、それぞれの状
況やグループ監査チームがそれらの制限
に対処するための方法の例を示すことが
検討された。
・ 　人へのアクセス
  　グループ監査チームが、構成単位

の監査人にアクセスできない又は構成
単位の監査人からの返答がない場合

  　グループ監査チーム又は構成単位
の監査人が、構成単位の構成員（経
営者・統治責任者等）にアクセスでき
ない場合
  　グループ監査チーム又は構成単位

の監査人が、グループの構成員（経営
者・統治責任者等）にアクセスできな
い場合

・ 　情報へのアクセス
  　グループ監査チームが、構成単位


